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第41 給油取扱所の塀又は壁の高さ 

（平成18年５月10日消防危第113号、平成18年９月19日消防危第191号） 

 

１ 塀又は壁の高さ 

(1) 給油取扱所に隣接又は近接する建築物の外壁及び軒裏が、耐火構造、準耐火

構造又は防火構造以外の構造である場合は、当該外壁又は軒裏における輻射熱

が危険物告示第４条の52第３項に規定する式を満たすか否かにより、塀又は壁

（以下「防火塀」という。）の高さ等を算出すること。 

この場合、漏えいした危険物のプール火災を想定して、火災開始から一定の

輻射熱であると仮定し、別添「石油コンビナートの防災アセスメント指針 参

考資料２ 災害現象解析モデルの一例 ４．火災・爆発モデル」に掲げる方法

により算出して差し支えない。 

(2) 給油取扱所における火災の輻射熱を求める計算をする場合、次のとおりとし

て良い。 

ア 給油中、注油中の火災 

漏えい量を固定給油設備又は固定注油設備の最大吐出量とし、燃焼継続時

間を10分間として計算する。 

イ 荷卸し中の火災 

漏えい量を一のタンク室からの荷卸し速度とし、燃焼継続時間をタンク室

の荷卸しに要する時間として、各タンク室について計算する。 

(3) 火災想定をする際に、次の場所を火炎の範囲として輻射熱を求めて良い。 

ア 固定給油設備における火災想定 

車両給油口の直下を中心とした円 

イ 固定注油設備における火災想定 

(ｱ) 容器に詰め替えする場合 

詰め替える容器を置く場所を中心とした円 

(ｲ) 移動貯蔵タンク等に注入する場合 

注入する移動貯蔵タンク等の停車場所の中央を中心とした円 

ウ 注入口における火災想定 

移動タンク貯蔵所の荷卸しに使用する反対側の吐出口を外周とした円 

(4) 給油取扱所の防火塀が開口部を有さず、給油取扱所に隣接し、又は近接する

建築物が木造の場合で、次の図の同心円中心部からの漏えいに伴う出火を想定

した場合、次の図の建築物の外壁のうちＡの部分について輻射熱が危険物告示

第４条の52第３項で定める式を満たすための措置が必要な部分になるとして良

い。 
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      図３－41－１ 告示で定める式を満たすための措置が必要な部分 

 

２ 防火塀に設ける開口部 

(1) 危険物規則第25条の４の２第１号の開口部のうち、ガラスを用いた防火設備

を設ける開口部は、給油取扱所の事務所等の敷地境界側の壁に設ける場合を除

き、当該開口部の給油取扱所に面しない側の裏面における輻射熱が危険物告示

第４条の52第３項に定める式を満たすものであること。この場合、網入りガラ

ス等が有する輻射熱を低減する性能を考慮することができる。 

(2) 防火塀に開口部を設ける場合は、当該開口部に面する建築物の外壁及び軒裏

の部分において当該開口部を通過した輻射熱及び防火塀の上部からの輻射熱を

併せて危険物告示第４条の52第３項に定める式を満たすこと。 

 

３ 申請書に添付する書類等について 

(1) 構造設備明細書の「周囲の塀又は壁」欄の「高さ」については、最大となる

高さを記入すること。 

(2) １により防火塀の高さ等を算出した結果、高さを２ｍ以上とする部分がある

場合は、設置又は変更申請の添付図面にその部分を図示すること。 

(3) 防火塀に「はめごろし戸」を設ける場合は、設置又は変更申請の添付図面に

対象となる「はめごろし戸」の設置位置を図示するとともに、輻射熱の低減性

能を見込んだ網入りガラス等を設ける場合は、当該性能を証明する書類を添付

すること。 
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別添 石油コンビナートの防災アセスメント指針 参考資料２ 災害現象解析モデルの

一例 ４．火災・爆発モデル 
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